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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第１四半期連結
累計期間

第52期
第１四半期連結

累計期間
第51期

会計期間

自平成24年
７月１日

至平成24年
９月30日

自平成25年
７月１日

至平成25年
９月30日

自平成24年
７月１日

至平成25年
６月30日

売上高（千円） 1,133,077 1,256,928 4,738,345

経常利益（千円） 120,621 92,038 557,003

四半期（当期）純利益（千円） 57,697 40,668 319,650

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
89,412 103,411 437,411

純資産額（千円） 4,902,787 5,314,526 5,230,975

総資産額（千円） 6,618,952 7,107,847 7,115,409

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
43.58 30.71 241.42

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 74.0 74.7 73.4

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２. 売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第51期第1四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有す

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３. 第52期第1四半期連結累計期間及び第51期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国が緩やかに回復し、欧州に下げ止まりの兆しが見られま

した。中国では成長率減速傾向に歯止めがかかりつつあり、新興国は概ね持ち直しの状況となりました。一方で

日本経済は、海外経済の緩やかな回復と円安を背景に、景気対策関連公共投資の増勢や個人消費の拡大等を受け

て回復基調を維持しました。

この間の当社グループを取り巻く事業環境は、主要販売先である自動車機器業界で、新車投入効果や耐久財消

費増加等による増産並びに新規受託製品生産の定常化が相俟って、ドライルーブ事業全体の受注生産活動を押し

上げ、期初に開示しました業績予想値に沿って推移しました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の当社グループ業績につきましては、売上高は1,256百万円（前年同期

比10.9％増）、営業利益は107百万円（前年同期比6.2％減）、経常利益は92百万円（前年同期比23.7％減）、四

半期純利益は40百万円（前年同期比29.5％減）となりました。

　

当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の営業概況は次のとおりであります。

＜ドライルーブ事業＞

当社グループのドライルーブ・コーティング加工の売上高は、自動車機器向けが前年同期比16.9％の増収、光

学機器向けが同19.8％増収となり、電子部品関連は微減（横這い）の実績となりました。なお、当社海外グルー

プ会社のドライルーブ・タイランドでは、光学機器向けを筆頭に受注生産量が次第に増加してまいりました。同

社では操業初期段階につき、生産性・採算性の向上を併行して志向しております。

この結果、ドライルーブ事業の売上高は1,252百万円（前年同期比11.0％増）となりました。

＜その他事業＞

その他事業のナノカーボン製品の販売は、個人消費者向け・産業界向け製品ともに続伸せず、またオーディオ

業界向けのＯＥＭ生産は一服の状況にあります。

この結果、その他事業の売上高は４百万円（前年同期比2.8％増）となりました。

(２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

(３）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、22百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(４）資本の財源及び資本の流動性についての分析

資産、負債及び純資産の状況

①　資　産

当第１四半期連結会計期間末の資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ７百万円減少し、7,107

百万円（前期末比0.1％減）となりました。これは主に、関係会社出資金168百万円の増加等がありましたが、

現金及び預金139百万円の減少、有形固定資産純額32百万円の減少等によるものです。

②　負　債

当第１四半期連結会計期間末の負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べ91百万円減少し、1,793

百万円（前期末比4.8％減）となりました。これは主に、支払手形及び買掛金30百万円の増加等がありました

が、未払法人税等97百万円の減少、借入金の返済による１年内返済予定の長期借入金41百万円の減少等による

ものです。

③　純資産

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ83百万円増加し、

5,314百万円（前期末比1.6％増）となりました。これは主に、四半期純利益40百万円の計上、配当金19百万円

の支払いにより株主資本が20百万円の増加したことに加え、為替換算調整勘定62百万円の増加等によりその他

の包括利益累計額が増加したことによるものです。

これらの結果、自己資本比率は74.7％（前連結会計年度末は73.4％）となりました。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,240,000

計 4,240,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年11月13日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,355,000 1,355,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

（注）

計 1,355,000 1,355,000 － －

（注）　普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない標準となる株式で単元株式数は100株でありま

す。　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年７月１日～

平成25年９月30日
－ 1,355,000 － 375,956 － 327,956

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年６月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。　

①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  　

 

30,900

 

－

 

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　 1,323,400 13,234 同上

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数     1,355,000 － －

総株主の議決権 － 13,234 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式39株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）  　 　 　 　

東洋ドライルーブ㈱
東京都世田谷区代沢

1-26-4
30,900 － 30,900 2.3

計 － 30,900 － 30,900 2.3

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年７月１日から

平成25年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年７月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,305,339 2,166,339

受取手形及び売掛金 864,841 856,997

商品及び製品 58,160 69,088

仕掛品 44,284 56,132

原材料及び貯蔵品 75,457 72,548

繰延税金資産 19,295 23,967

その他 59,282 34,717

貸倒引当金 △158 △157

流動資産合計 3,426,504 3,279,633

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,717,552 1,930,018

減価償却累計額 △969,901 △990,279

建物及び構築物（純額） 747,651 939,739

機械装置及び運搬具 1,485,034 1,513,392

減価償却累計額 △1,108,781 △1,132,029

機械装置及び運搬具（純額） 376,252 381,363

工具、器具及び備品 169,278 172,713

減価償却累計額 △109,277 △115,059

工具、器具及び備品（純額） 60,001 57,653

土地 1,145,715 1,289,821

建設仮勘定 371,641 －

有形固定資産合計 2,701,261 2,668,578

無形固定資産 52,529 46,955

投資その他の資産

投資有価証券 15,943 16,280

関係会社出資金 775,917 944,817

繰延税金資産 48,212 53,569

その他 95,040 98,013

投資その他の資産合計 935,113 1,112,680

固定資産合計 3,688,904 3,828,214

資産合計 7,115,409 7,107,847
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 355,903 386,468

短期借入金 75,200 79,819

1年内返済予定の長期借入金 383,800 342,200

未払法人税等 161,164 63,455

賞与引当金 15,535 43,168

その他 120,284 101,626

流動負債合計 1,111,887 1,016,737

固定負債

長期借入金 510,000 510,000

退職給付引当金 132,586 135,871

長期未払金 129,959 130,712

固定負債合計 772,545 776,583

負債合計 1,884,433 1,793,321

純資産の部

株主資本

資本金 375,956 375,956

資本剰余金 460,956 460,956

利益剰余金 4,356,465 4,377,272

自己株式 △11,523 △11,523

株主資本合計 5,181,854 5,202,661

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △139 38

為替換算調整勘定 42,138 105,008

その他の包括利益累計額合計 41,999 105,047

少数株主持分 7,121 6,816

純資産合計 5,230,975 5,314,526

負債純資産合計 7,115,409 7,107,847
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年７月１日
　至　平成24年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 1,133,077 1,256,928

売上原価 815,417 945,348

売上総利益 317,660 311,579

販売費及び一般管理費 203,099 204,122

営業利益 114,560 107,456

営業外収益

受取利息 91 108

受取配当金 － 6

為替差益 3,708 －

持分法による投資利益 5,444 －

その他 369 155

営業外収益合計 9,614 270

営業外費用

支払利息 3,552 3,041

為替差損 － 3,101

持分法による投資損失 － 9,542

その他 1 1

営業外費用合計 3,553 15,687

経常利益 120,621 92,038

税金等調整前四半期純利益 120,621 92,038

法人税、住民税及び事業税 75,444 61,759

法人税等調整額 △10,764 △10,128

法人税等合計 64,679 51,631

少数株主損益調整前四半期純利益 55,941 40,407

少数株主損失（△） △1,755 △260

四半期純利益 57,697 40,668
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年７月１日
　至　平成24年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 55,941 40,407

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,234 178

為替換算調整勘定 509 3,172

持分法適用会社に対する持分相当額 34,195 59,652

その他の包括利益合計 33,471 63,003

四半期包括利益 89,412 103,411

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 90,652 103,716

少数株主に係る四半期包括利益 △1,239 △305
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形裏書譲渡高

  

  
前連結会計年度

（平成25年６月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 14,612千円 32,292千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

  
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年７月１日
至  平成25年９月30日）

減価償却費 47,943千円 52,887千円

のれんの償却額 689 689

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年９月25日

定時株主総会
普通株式 19,860 15 平成24年６月30日 平成24年９月26日 利益剰余金

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月27日

定時株主総会
普通株式 19,860 15 平成25年６月30日 平成25年９月30日 利益剰余金

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）及び当第１四半期連結累計期

間（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）

当社グループは、「ドライルーブ事業」及び「その他事業」の２つを報告セグメントとしております。なお

「その他事業」の相対的割合が非常に低く、セグメント情報の重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 43円58銭 30円71銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 57,697 40,668

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 57,697 40,668

普通株式の期中平均株式数（株） 1,324,061 1,324,061

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

（注）　１．前第1四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．当第1四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成２５年１１月１３日

東洋ドライルーブ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 秋  山　 賢  一 　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 植  木 　貴  幸　 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋ドライ

ルーブ株式会社の平成２５年７月１日から平成２６年６月３０日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２

５年７月１日から平成２５年９月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年７月１日から平成２５年９月３

０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ドライルーブ株式会社及び連結子会社の平成２５年９月３０日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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